
 

災害対応力強化に向けた地元企業製配電盤類採用工事試行要領 

 

（目的） 

第１条 本要領は、岡山市と「災害時における市有施設の応急対策に関する協定書」を締結して

いる岡山県配電盤工業協同組合（以下「組合」という。）の組合員製配電盤類を採用し、応急復

旧などの災害対応力の強化を図ることを目的とした「災害対応力強化に向けた地元企業製配電盤

類採用工事（以下「地元企業製配電盤類採用工事」という。）」の試行にあたり、必要な事項を

定めるものである。 

 

（用語の定義） 

第２条 この要領において使用する用語の定義は、次に定めるとおりとする。 

・発注者：岡山市長 

・受注者：岡山市が発注した工事を落札した業者 

・配電盤類：キュービクル式配電盤、分電盤、制御盤等 

・地元企業製配電盤類：組合員が製造する配電盤類 

・災害対応力強化に向けた地元企業製配電盤類採用工事：岡山市が発注する工事のうち、組合員

製配電盤類を採用する工事 

 

（対象範囲） 

第３条 地元企業製配電盤類採用工事の対象範囲とは、岡山市が発注する工事のうち、配電盤類

の新設及び更新を含む工事を対象とする。ただし、設計金額が４００万円以下の工事を除く。 

 

（実施方法） 

第４条 契約の締結後、受注者の希望により、地元企業製配電盤類を採用する受注者希望型とす

る。 

２ 受注者は、契約の締結後、工事着手前までに、地元企業製配電盤類採用の有無について、工

事打合簿で発注者へ報告しなければならない。 

３ 受注者は、前項で地元企業製配電盤類を採用すると報告した場合、工事完成通知書提出前

に、発注者へ次の各号のいずれかの書類を提出しなければならない。 

（１） 材料納品伝票 

（２） 出荷証明書 

（３） その他証明できる書類 

 

（工事成績評定） 

第５条 発注者は、前条の規定で提出された書類により、受注者が採用した配電盤類が地元企業

製配電盤類であると確認できた場合は、考査項目別運用表の創意工夫「その他」の項目で加点す

るものとする。なお、複数の配電盤類を設置するものについては、そのうちの一部が地元企業製

配電盤類であれば加点する。 

 

（その他） 

第６条 この要領に定めのない事項については、別に定める。 

 

 

附 則 

この要領は、令和８年１０月１日以降に公告する工事から適用し、令和９年４月１日以降に完成

する工事を対象とする。 


